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１．お客さま本位の業務運営に向けて

１

Five Values

三井住友銀行 取 組 

「お客さま本位の業務運営」を定着させるためのポイント

2006年

2017年

品質管理部 CS品質向上委員会設置
CCF(*)        (事業部門年度方針)
CCF(*)     開始(従業員意識調査)
単年度収益重視 業績評価体系見直 等

「お客さま本位の業務運営に関する基本方針」公表

金利スワップの販売方法等に係る行政処分

2014年 「Five Values」制定・公表

2001年 三井住友銀行 発足(経営理念)

経営理念

(*)CCF… Compliance Comes First
Customer Comes First

現場への浸透・定着は道半ば

①トップがぶれない ②ES向上(含、評価体系) ③お客さま本位を進めると成果が上がるビジネスモデルの構築

お客さまに、より一層価値あるサービスを提供し、お客さまと共に発展する。
事業の発展を通じて、株主価値の永続的な増大を図る。
勤勉 意欲的 社員  思 存分   能力 発揮   職場 作  
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２．足許の取り組み(SMBCグループ・リテール事業部門)

* 個人ビジネスにおける資産運用業務の業績評価

（ご参考）お客さま本位の業績評価体系*

業績評価の変遷イメージ

15年度 • 商品    投信 業績評価上 料率 一本化

16年度 • ストック収益資産残高を業績評価項目に追加

17年度 • 収益の業績評価ウェイトを引き下げ

18年度 • NPS調査等、お客さまの声を業績評価に反映
• 収益 業績評価     更 引 下 

19年度

• 「お客さま本位・コンプライアンス」を最も重視する
業績評価体系 変更

• 収益評価を廃止
• 金融商品販売    個人目標 廃止

２

フロントへの浸透に向けた取組み

項目

業績評価 • 金融商品販売    個人目標 廃止

リーフレット
活用

• お客さまから、安心してご相談をいただけ
るよう、資産運用業務に関する基本姿
勢について、リーフレットを活用し説明

お客さま本位
Day

•   客  本位  考 方 行動     
従業員 自 考 理解 深     
「お客さま本位Day」と称し、各営業拠
点でディスカッションを実施

NPS 
調査

• NPS 調査の結果は各営業店に還元
し、各担当者がその内容を確認。お客さ
  忌憚    意見 踏    客 
ま本位の提案を実施

※NPS は、ベイン・アンド・カンパニー、フレッド・アイクヘルド、サトメトリックス・シス
テムズの登録商標

①
トップ

②
ES

③
ビジネス
モデル

    収益中心 収益構造 目指  資産管理型      転換 推進
「道徳なき経済は罪悪であり、経済なき道徳は寝言である」
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 参考 資産管理型      転換(SMBCグループ・リテール事業部門)

３
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日本証券業協会
（大和証券）



顧客本位の業務運営への取組み

2019年10月23日（水）

日本証券業協会
(大和証券株式会社 専務取締役)

荻野 明彦

金融審議会 市場ワーキング・グループ用資料
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取組方針 自主的KPI 共通KPI
都市銀行等 ８２ ３１ １５
地方銀行 第二地方銀行及     銀行持株会社 １１９ １１４ １０１
協同組織金融機関等 ４５９ １０４ ５６
JAバンク ２２０ ８１ ２６
保険会社等 ３６９ １５９ ２
金融商品取引業者等 ６２５ １７９ ８１
  第一種金融商品取引業者（日本証券業協会会員） ２２９ ８７ ７２

その他 ５ ０ ０
（合計） １,６７９ ６６８ ２８１

取組方針・KPIを公表した金融事業者数（2019年６月末時点）

 顧客本位 業務運営 関  原則  採択  取組方針 策定 公表  金融事業者  合計1,6７9社
自主的KPI（各社が自主的に設定した成果指標：投資信託の販売額上位商品、その販売額/構成比等）
 公表  金融事業者  合計６６８社
共通KPI（金融庁 設定  成果指標：運用損益別顧客比率 投資信託預 残高上位20銘柄のコスト・
    又          全 /    ） 公表  金融事業者  合計２８１社

日本証券業協会会員   第一種金融商品取引業者      会員数（外国法人除 ） 約９割 
該当する２２９社が取組方針を公表
業界を挙げて顧客本位の業務運営の推進を目指し、各社において様々な取組みを推進している

＜業態別の公表状況＞ （単位：社）

（出所）金融庁 顧客本位 業務運営 関  情報及 日本証券業協会HP  大和証券    本社作成
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顧客本位の業務運営に関する方針の策定・公表等
顧客 最善 利益 追求
利益相反 適切 管理
手数料等 明確化

重要な情報の分かりやすい提供
顧客にふさわしいサービスの提供
従業員 対  適切 動機  の枠組み等

各社  顧客本位 業務運営 関  原則  基  取組事例 開示

原則に基づく取組事例

＜Ａ証券事例（抜粋）＞ ＜Ｂ証券事例（抜粋）＞

（その他開示項目）

最善 利益 追求：                分散投資  提案
預金 株式 債券     等 全8種類の商品のお客様の保有状況を明示する
ことで分散投資の促進に努めている

（出所）各社ＨＰ  事例 抜粋

•  客様満足度 調査結果
• 国内外のマーケット情報や相続等のテーマに沿った情報発信
• 社内研修の実施状況
• 投資方針別のお客様ポートフォリオの内訳

• 取扱 商品 累積    及 外部評価
•      向上 為 金融 経済教育 内容
•        稼働状況及 受電率
• 外部有識者 交       態勢構築状況 etc..

 客様 金融商品      対  理解 深  取組 
           及   他    等 利用してお客様に分かりやすく、
有益 情報      提供      客様 疑問 解決率 公表

（イメージ） （イメージ）
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NPS 研修

チャネル

役割

店舗

コンタクト

お客様第一のマインドの浸透を図るために、
「クオリティNo.1会議」を開催
入社3年目 5年目   研修を実施
・・・CFP認定者数 868名 業界No.1

お客様の属性・ライフステージに
応じたチャネルの最適化

あんしんプランナー 95ヵ店
フィナンシャルコンサルタント 94ヵ店
に導入済み

本部主導の営業体制から、
お客様のニーズをベースとした
各店からのボトムアップ型
営業体制 移行

低コスト・小規模な営業所を
拡大
お客様との接点拡充を図る

営業所数 47ヵ店
店舗数計 164ヵ店 (国内）

 客様       頻度 
増やすためのルールを設定
取引データを分析

 客様 満足度  見  化」
「大和版NPS 」 全店 導入完了
継続的な向上を目指す

※2019年10月1日時点

あんしんプランナー高齢層向け

ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ資産形成層向け

お客様目線に
立脚  

営業体制の構築

※2019年10月1日時点

2019年9月末時点

Face to Faceのコンサルティングにより、お客様接点を強化
  専門的 知識 持  人材     客様 近 位置  客様 最適 幅広        
 提供    為   三位一体      戦略 実施

大和証券の取組み  多様な顧客層に寄り添うパートナーとして 

注： NPS は、ベイン・アンド・カンパニー、フレッド・ライクヘルド、サトメトリックス・システムズの登録商標です。
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顧客本位の業務運営 営業推進体制の見直し･お客様満足度指標の導入

営業店              客様     沿  商品     提供力 強化
 客様満足度     以上 営業店 評価 反映        営業活動 質 向上

よりお客様目線を重視した営業体制の構築
営業推進体制  客様満足度

ボトムアップによる営業推進体制の導入      No.1 実現 向  評価制度 拡充

お客様アンケート 店頭応対調査
＜質問項目例＞

• 担当営業員に対する
推奨度

• 取引支店 対  推奨度

＜調査項目例＞
• 傾聴の姿勢
• 資料 使 方 説明内容
• 的確な対応・提案
• お客様への配慮

お客様に最も近い営業店が主体となる
意思決定     確立

新しい評価指標
大和版NPS （ Net Promoter Score）導入

注： NPS は、ベイン・アンド・カンパニー、フレッド・ライクヘルド、サトメトリックス・システムズの登録商標です。

A支店 B支店 C支店

お 客 様

批判者中立者推奨者

6 5 4 3 2 1 08 710 9

推奨者の割合(％) 批判者の割合(％) NPS－ ＝

Q.  家族  友人        証券会社 口座 開設   良    
相談された場合、大和証券をご家族やご友人に薦める可能性はどのくらいありますか？

全く薦め
たくない

ぜひ
薦めたい
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 客様満足度指標、大和版NPS  全店導入 完了 今後 NPSの向上を軸として、
営業店 営業員 評価体系 刷新    客様 利益 第一 考  仕組  整備 行  
NPS 原動力   展開    

FY2017 FY2018 FY2019 FY2020

NPS導入によるこれまでの主な成果

NPSを軸とした営業改革

NPSパイロット展開 NPS導入 伴 営業員 意識改革
NPS全店導入完了

  客様 利益 第一 考   仕組  整備
⇒NPSの継続的な向上

評価体系の刷新（顧客損益の反映）
全社的運営オペレーションの構築

大和版ゴールベースアプローチの本格始動

NPSNPS
評価
体系

ボトム
アップ型

商品
戦略

持続可能な体制を
構築し、新しい

企業文化として定着
ー構造改革ー

コーチング

営業改革営業改革

お客様の運用損益
状況を、部店及び
営業員の評価に
反映

評価体系

   課長    
  力       
 提案力 強化 
るための研修等を
実施

コーチング導入時期が早い営業店ほど、幅広いコアのお客様
への面談件数が多い傾向

本部同行 積極的 活用等    一部 支店
でソリューション案件・取引が増加

面談意識 
浸透

ソリューション
取引の拡大

（店）（店） 全店導入完了NPS導入店舗数推移
※営業所  導入 母店  導入 基  
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顧客本位の業務運営 お客様接点の拡大とチャネルの最適化

お客様の多様化するニーズに応えるべく、営業所の拡大及びチャネル最適化を一層推進
次世代へ資産・価値を“つなぐ”ための「相続コンサルタント」を全店配置

（ヵ店）（ヵ店）

営業所を除く
店舗数

営業所を除く
店舗数

店舗戦略（大和証券店舗数推移）

（FY）（FY）

バックオフィスを持たない、
低コストで小規模な営業拠点

営業所

販売チャネルの最適化

「相続コンサルタント」の全店配置

クオリティの向上
本部部署(ウェルス

マネジメント部等)との密な連携

次世代へ“つなぐ”サービス
「相続トータルサービス」の拡充

あんしん
プランナー

フィナンシャル
コンサルタント

資産
コンサルタント

お客様の属性・ライフステージを細分化し、チャネルの最適化を図る
（2017年度下期 ）

CS業務

富裕層及び未上場法人に対する、付加価値の
高 高度且 包括的          提供

高齢のお客様を専門に担当し、ニーズに合わせ
たサービスを含め包括的なコンサルティングを提供

資産形成層及びダイレクトコースのお客様へのア
プローチに加えて、ライフステージや投資意向の変
化に応じて、最適なチャネルへお客様を誘導する

富裕層

高齢層

資産
形成層

相続
コンサルタント

既存・大型店舗の
統合 効率化

全店舗数：164全店舗数：164
うち営業所数：47うち営業所数：47

今後2 3年 
営業所 更 拡大

（2019年10月1日時点）（2019年10月1日時点）

全店配置完了

あんしんプランナー フィナンシャルコンサルタント

170名170名
95ヵ店95ヵ店 94ヵ店94ヵ店

配置人員数 161名161名
導入店舗数

2020年4月頃   全店舗  導入 目指 

2018.4 2019.10 2018.4 2019.10



営業店 営業店

プリンシプル
モニタリング

営業店 本部

①大和版NPS                 基   資産管理 機軸指標 以下 3つの観点から設定
各営業店・本部で２重にモニタリングを実施

業務品質

お客様の声
への対応

・本部スタッフに対する営業店アンケートを通じた、
サポート品質の向上

・お客様の声を起点とした営業店内での改善
     確立

・営業店だけでは改善できないお客様の声を本部
各部署で共有、改善する仕組みの実効性向上

投資リターン
⇒顧客損益率

投資リスク
⇒保有   量

投資コスト
⇒資産収益率

 営業    制度 機能向上
 当制度 通  行動改善 及 事案共有   
プリンシプルの判断軸の浸透

お客様の声

②インナーループ ③アウターループ

クオリティNo.1及び資産管理ビジネスの確立に向けたPDCAの構築

NPS向上に寄与すると想定される活動の拡大に努めるとともに、クオリティの向上及び
資産管理     確立 向  PDCAを強化
営業店、本部双方のPDCAの柱は「プリンシプルモニタリング」「業務品質」「お客様の声への対応」

8
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営業員教育の強化に向けて、顧客本位における価値基準・判断軸として、プリンシプル･ポリシーを設定
資産管理型営業 観点   投資      投資     投資   」についてモニタリング指標を設定
営業店・本部双方でモニタリングを実施

大和版NPS におけるプリンシプル・ポリシー プリンシプルベースのモニタリングコンセプト

過当取引
の抑制

アンダーパフォーム
の改善提案

過大リスクの
解消提案

相場環境と比して
合理的        

属性 資力 比  
適切    

顧客損益と比して
健全 手数料

①投資リターン
顧客損益率

②投資リスク
保有   量

③投資コスト
資産収益率

本質的 顧客満足度 向上
NPS

各種取引    法令 遵守

資産管理           指標 設定  
3項目 高 次元       並立 目指 

顧客意向・ルール遵守はもとより、
顧客 中長期的     向 
 資産管理 資産保全 観点で
取引 妥当性 必要性 適切性
を包括的に判断金

融
商
品
販
売

資
産
管
理

ルールベース

プリンシプルベース

個々の商品販売契約毎に顧客の
意向 理解 納得 担保    
ル・手順の遵守

営業店でのNPSの取組みを通じてプリンシプル・ポリシーを形成
営業    制度 活用   営業店 サポート

本部、営業店双方でモニタリング
顧客損益の他にリスク・コストの説明を徹底

あるべき
提案活動

大和版NPS におけるプリンシプル・ポリシーとモニタリングの方向性
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改善施策
立案

施策実行
モニタリング

質の高い
コンサルティング

お客様の声

課題
抽出

インナーループ
営業店における
改善ループ

優先課題
設定

改善施策
立案

施策実行

お客様の声

課題
抽出

アウターループ
本部における
改善ループ

営業姿勢の向上

顧客ポートフォリオの
リバランス

オペレーションの
質改善

業務品質の向上及びお客様の声への対応強化 ２つのPDCAサイクル

各部よりお客様からの要望への対応・進捗状況を経営へ報告することで
実効性を強化
営業員へのアンケートを通じて本部サポートのクオリティ向上を図る

営業    制度 通  行動改善 及 事案共有による
プリンシプルの判断軸の浸透
3指標のモニタリング及び担当役員の関与強化により
顧客ポートフォリオのリバランス、営業姿勢の向上、
オペレーションの質改善の実効性向上

お客様の声を起点とした営業活動の改善 お客様の声を起点とした本部サポートの改善

営業    制度 活用

本部 営業役員

連携

NPS推進室

経 営

役員及び関連部署の
直接的な関与により実効性強化

モニタリング指標

営業アラーム
制度  STEP1 案件抽出 STEP2 精査 STEP3 指導の実施

 法令 社内    順守  留      高 次元  取引 促進      に『真の顧客本位とは言えない可能性のある取引』を幅広く抽出し、
事例 精査 行  上  第一線内 改善 行 制度

第二線のモニタリング機能等を活用した案件抽出 営業役員が精査しCCOが最終判断 口頭もしくは研修による指導を実施し、報告書を提出

お客様

NPS推進室

関連部署

経営

アンケートによる
ヒアリング

お客様の
ご要望
の報告

ご要望
対応状況
報告

報告指示

経営も含めた
報告フローの構築
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【参考】中期経営計画 ”Passion for the Best“ 2020の骨子

未来 創  金融 資本市場      

お
客
様
資
産
の
拡
大

日
本
経
済
を
牽
引
す
る
企
業
の
成
長

“Passion for the Best” 2020

2020年度2020年度2019年度2019年度2018年度2018年度“Passion for the Best” 2017“Passion for the Best” 2017

資
産
規
模
・
企
業
価
値

営業体制、プロダクト・サービスの整備

「お客様第一の業務運営」の実現と進化

 客様満足度 飛躍的向上

伝統的ビジネス強化、グループ内リソースのフル活用

外部ネットワーク、周辺ビジネスの拡大・強化

           高度化

デジタル・トランスフォーメーション

基本方針 進捗のイメージ

Passion

PotentialProfession
-alism

Innovation

ハイブリッド型
総合証券グループとして
「新たな価値」の提供

クオリティNo.1の
        力   
「付加価値」の高い
ソリューションの提供

1

2

時間

お客様本位KPI 業績KPI 財務KPI

グループ数値目標



生命保険協会
（日本生命保険相互会社）



生命保険協会における
「顧客本位の業務運営」の
徹底に向けた取組

令和元年10月23日
日本生命保険相互会社



① 顧客本位の業務運営に関する会員各社のアンケートの
実施概要について

Ｐ1



■ アンケート実施の趣旨

生命保険協会   今事務年度 会員各社  顧客本位 業務運営  徹底 所信取組  柱 

  掲     生命保険業界 今後 社会 役 立 続         会員各社  客様   

 寄 添   客様 最善 利益 追求     顧客本位 業務運営  徹底       重要 

先般 金融庁  公表    利用者 中心   新時代 金融     （実践 方針）      

顧客本位 業務運営 定着 向    保険商品 販売 現場     顧客 意向 状況 適切

 把握     即  最善 商品 提案      丁寧 説明 通  顧客 理解 得     

販売後      商品     適切 情報提供 行      重要    等 示      

これらを踏まえ、顧客本位の業務運営に向けた会員各社の体制や取組について幅広く情報収集し、

          通   会員各社 経営高度化 後押              実施 

Ｐ2

一般社団法人生命保険協会資料



■ アンケートの概要

(a)お客様ニーズに沿った販売を徹底するための取組み
(b)重要 情報 理解頂    取組 
(c)高齢者に配慮した保険募集等のルール
(d)外貨建て保険に関する保険募集等のルール
(e)アフターフォローの取組み
(f)契約見直 時 各種制度 導入状況

アンケートの対象

会員会社42社（国内で営業している全ての生命保険会社）

アンケートの主な項目

(g)募集人 代理店 評価基準
(h)内部通報制度 導入状況
(i)苦情管理体制
(j)社外の声を取り入れる取組み
(k)募集人 代理店 教育

等

Ｐ3

一般社団法人生命保険協会資料



② 外貨建て保険の苦情の状況と対応について

Ｐ4



*1 4-6月 苦情件数 簡易的 年換算(4倍)
*2 年換算苦情件数/6月末保有件数

4-6月
(年度)

■ 銀行等代理店    外貨建 保険苦情件数 推移

銀行等代理店 発生  外貨建 保険 年金 係 苦情件数 増加傾向 
今事務年度   苦情分析 半期  四半期 拡大 
第一四半期 608件 前期比▲14% 前年同期比+19% 

 銀行等代理店 発生  外貨建 保険 年金 苦情件数 苦情発生率 

▲14%

＋19%

Ｐ5

一般社団法人生命保険協会資料



【苦情の内訳】

苦情原因  説明不十分  約７割
特に80歳以上では契約者本人以外(親族等)からの申出が約４割

※特定保険契約、
調査開始の2012/4 2019/6累計

【本人以外(親族等)からの苦情割合】

※銀行等代理店 特定保険契約

■ 銀行等代理店    外貨建 保険苦情分析 Ｐ6

一般社団法人生命保険協会資料



■ 令和元年度 銀行窓販苦情 係 対応

※太枠 今年度重点取組

Ｐ7

取組項目 これまでの取組 今後の取組

○金融機関       
フォローの強化

○適合性確認の強化
○生命保険協会においてベストプラクティスを収
集

○金融機関 対            提供
○ベストプラクティスをベースとした取組の基準化の
検討（ガイドラインの改正等）

○募集人教育の向上 ○各金融機関 元受会社   独自    
シー向上取組（研修等）

○ 外貨建 保険 販売 必要 業務知識  
「苦情削減に資するコンプライアンス・リテラシー」
等の向上に向けた業界共通取組の検討

○苦情分析 管理 強化
○親族等 含  理解促
進

○第一四半期の苦情分析を実施
（分析頻度  半期 → 四半期  拡大）
○親族同席の原則化等、高齢者対応を強化
（高齢者ガイドラインの改正）

○四半期ごとの苦情分析を継続
○改正高齢者ガイドラインの対応状況をフォロー

○募集資料 内容充実 ○募集補助資料 実質的 利回  表示例 
係る業界共通ルールの策定

○募集補助資料 対象商品 拡大 検討

一般社団法人生命保険協会資料


